
論文式試験合格後の流れ
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短 答 式 試 験

●受験科目／会計学　監査論　企業法　租税法　選択科目（経営学　経済学　民法　統計学）4科目のうちから1科目
●受験資格／短答式試験合格者　　●R3年合格率 ／9 .6％　　（合格者数1,360名／出願者数14,192名）

 ●試験日／５月下旬と12月上旬の日曜日　　●受験科目／財務会計論　管理会計論　監査論　企業法　の4科目
●受験資格／特にありません。どなたでも受験できます。
短答式試験に合格すると短答式試験を2年間免除
合格すると2年間、短答式試験の受験を免除され、論文式試験から受験できます。つまり短答式試験に合格した年も含めると、論文式試験は３回
受験のチャンスがあります。

論 文 式 試 験  ●試験日／8月下旬の3日間

問 い 合 わ せ 先

TEL 03-3506-6000（代表）
URL　httpｓ://www.fsa.go.jp/cpaaob

公認会計士・監査審査会

◆論文式試験合格までの道のり
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審査会が相当と
認める成績を
得られた科目（※３）

審査会が相当と
認める成績を
得られなかった科目

科目合格
免除通知書
の送付

論文式試験
再試験

申請により以後
2年間の当該科目の
試験を免除

免除科目を除いた
受験科目全体で
合格基準に達して
いるかを判定（※４）
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（※１）総点数の70％を基準にして、公認会計士・監査審査会が相当と認めた得点比率。
（※２）52%の得点比率を基準として、公認会計士・監査審査会が相当と認めた得点比率。
　　　（但し、１科目でも得点比率が40％に満たない科目がある場合は、不合格とな

ることがあります）
（※３） 全体としては合格基準に達していない者の中で、一部の試験科目について免除
　　　 する場合の基準は、同一試験における合格者の平均得点比率を基準とし、公認
　　　 会計士・監査審査会が相当と認めた得点比率を得たものとする。
（※４） 免除科目がある場合の合否判定は、免除科目を除いた他の科目の総得点の
　　　 比率によって判定する。

　企業がビジネスをしていくうえで欠かすことのできない財務書類の監査・証明などを請け負
うのが公認会計士の主な仕事です。近年ビジネスの多様化・国際化に伴い、企業経営に多くの
会計スキルが必要な時代となりました。そのため、公認会計士が活躍するフィールドはますま
す拡大しています。

■ 主な公認会計士の業務
監査・・・企業が作成する貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表が企業の財政状態及び、経営
成績を適正に表示しているか否かについて、第三者の立場で調査検討しその内容について判断し、意見を表明することを指します。
財務諸表監査は、公認会計士の独占業務です。
税務業務・・・公認会計士になると税理士や行政書士になる資格も得られ、税務業務も幅広く行うことができます。
そのほか、コンサルティング業務やＩＰＯ（株式公開支援業務）、また２００８年より設けられた内部統制報告制度など、ますます公認会計士の
活躍の場は広がっています。

論文試験は科目合格制
総得点で判定する一括合格制で52%の得点比率を基準として公認会計士・監査審査会が相当と認めた得点
比率で判定します。ただし、各1科目につき、得点比率が40％に満たないものは不合格になることがあります。
なお、一部試験科目について同一試験における合格者の平均得点比率を基準として公認会計士・監査審査会
が相当と認めた得点比率以上を得れば科目合格となり、2年間試験免除となります。

●R3年度試験の科目合格者／642人（属人ベース）

業務補助など
監査証明業務を補助することや財務に
関する監査、分析等の実務従事を2年
以上行うことが必要です。行う期間は試
験合格の前後を問いません。

実務補習・修了考査
実務補習は、講習を受けて単位を修得していく形式とな
ります。規定の単位を修得すると修了考査を受験するこ
とが出来ます。これに合格するとすべての実務補習を修
了したことになります。

難　　　易　　　度
最 短 学 習 期 間
中 大 生 人 気 学 部

最上級
１年半
商学部・経済学部を中心に

生協取扱スクール一覧ココ
で

合格
！

スクール

公認会計士

資格の大原

通学／通信 通学／通信 通信 通学／通信 通学／通信

資格の学校TAC
／Wセミナー クレアール LEC東京

リーガルマインド 東京CPA会計学院
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① 短答式試験は年２回実施
ますますチャレンジしやすい試験へ

2010年度試験より短答式試験が年1回実
施から5月・12月の年2回実施に変更になり
ました。受験機会が増えることによって在学
中合格のチャンスも広がります。

②

短答式試験

年2回実施
12月上旬／
5月下旬

試験科目

財務会計論

管理会計論

監査論

企業法

論文式試験

年1回実施
8月下旬

試験科目

会計学

監査論

企業法

租税法

選択科目

例えば

公認会計士
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公認会計士

◆論文式試験合格までの道のり




